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　地域の課題解決に向け、市民の皆さんの自由な発想を生かした市民協働事業の提案を募集します。市民活動
団体が企画・立案し、市と協働で事業を行うことで、地域の課題解決や市民生活の向上を目指すものです。皆さ
んの意欲と行動力で、市民協働によるまちづくりを進めませんか。

◆対象となる事業
①�公益的な事業で、協働で実施することで地域課題
の解決が図られるもの

②�具体的な効果や成果が期待でき、市民サービスの
向上が図られるもの

③�協働の役割分担が明確かつ妥当で、協働で実施す
ることで相乗効果と住民の自治力の向上が期待で
きるもの

④�収支の見積もりなどが適正であるもの
⑤�市民活動団体と市が信頼関係を築き、共に理解し
合いながら意欲的に取り組むことができるもの

◆対象
次の要件を全て満たす団体
①�2人以上で構成されている
②�運営に関する規約や会則があり、予算・決算を適
正に行っている

③�営利を目的としない

◆実施期間
来年4月1日～6年3月31日(複数年にわたる事業の場
合は毎年度の提案が必要)

◆選考方法
市民活動推進委員と市職員で構成する審査委員会で、
事業の採否を決定
同課、市民活動センターあやせ(中央公民館内)、

保健福祉プラザ、各地区センター、寺尾いずみ会館、
南部ふれあい会館にある応募の手引き(市 からダ
ウンロード可)を参照し、エントリーシートに記入の上、
4月25日～5月31日に同課へ直接(要事前連絡)

◆制度説明と相談
　協働する担当課がわからない場合や企画内容が協
働事業に該当するかどうかについては、同課へお問
い合わせください。
4月25日～5月31日(要予約・時間応相談)

都市計画課☎70･5625

市民活動推進課☎70･5640

市民提案型協働事業の提案募集

　耐震診断費用
の一部を補助し、

強度不足と判定された場合は、耐震設計費と耐震
改修費、耐震シェルターや防災ベッドの設置費用
の一部を補助します。
昭和56年5月31日以前に建築された一戸建て住

宅、2世帯住宅か兼用住宅(昭和56年6月1日以降
に増築工事に着手し、増築部分の延べ面積が既存
部分の2分の1未満の木造住宅を含む)で、次の項
目の全てに該当する住宅①地上2階建て以下の木造
住宅②市税の滞納がない市民が、自ら所有し居住
する住宅

工事着手前に同課へ要相談

※対耐震診断の結果で総合評価1.0未満

補助項目 補助対象限度額
(税抜) 補助率 限度額

耐震診断 6万円 2/3 4万円
耐震設計※ 12万円 2/3 8万円
耐震改修※ 150万円 2/3 100万円
工事監理※ 9万円 2/3 6万円
耐震シェルター・
防災ベッド設置※ 27万円 2/3 18万円

木造住宅 ■補助金額

■その他

　地震などによる災害
を未然に防止するため

に、危険なブロック塀などを撤去したり、撤去後に安全
な工作物を設置したりする費用の一部を補助します。
所定のブロック塀等点検表により、危険性があると認

められるブロック塀などを所有か管理している方で、次

の項目全てに該当①塀などが通り抜けできる道路に面し
ている②市税を滞納していない③塀などが高さ60㎝を超
えるもので、おおむね40㎝以下にする工事(撤去部分へ
のフェンスなどの設置は可)④市内施工業者が行う工事
⑤着工予定の工事(着手済みは対象外)

工事着手前に同課へ要相談

補助区分
撤去 撤去後の安全な工作物などの設置

補助率 限度額 補助率 限度額
通学路に面している
場合 撤去に要した費用(税抜)の10/10 20万円 設置に要した費用(税抜)の10/10 30万円

通学路以外の道路に
面している場合 撤去に要した費用(税抜)の1/2 20万円 設置に要した費用(税抜)の1/2 30万円

限度額合計 50万円

危険なブロック塀な
ど

■補助金額

■その他

危険ブロック塀、木造住宅など耐震化費用を補助
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